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はじめに
会計監査人による監査制度は，昭和49年の商法特例法によって設けられた。
昭和56年改正商法による手直し等を経て，平成 17年会社法にも引き継がれて
いる。会社法における株式会社の機関構成はまことに複雑であるが，会計監査
人設置会社という機関構成の株式会社も存在し得る(会祉法2条 1号一以下，
「会社」と略記する〉。そして，会社法では，会計監査人に関する変更点は，会計
監査人が機関と位置付けられたこと(同 326条2項参照)ω，平成 17年前商法
(以下，平成 17年前商法のことを「旧商法」という)では会社またはみなし大会社
*筆者は，拙稿「会計監査人監査の体制」民事法情報256号10頁 (2008)のこにおい
て.表記のテーマにつき多少検討したことがある。しかし，それは極めて概括的であっ
たし，その後「監査役監査基準J.r監査役監査実施要領」等身が相当に改訂されてい
る。急いで全面的に書き改めねばと思っていたが，本拙稿でそれを行うことにした。
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でなければ，会計監査人を置くことができなかったが(旧商特法1条の2第1項・
3項， 2条)，会社法では会社規模は要件ではなくなったことベ会計監査人も
株主代表訴訟の対象に加えられたこと(会社847条1項)，監査役(監査役会〉ま
たは監査委員会に会計監査人の報酬の決定に関する同意権が付与されたこと
(同399条〉等である。
もちろん，会計監査人が会計の専門家として，計算書類やその附属明細書等
を監査し会計監査報告を作成する，という基本構造自体に変わりがあるわけで
はない。会社法は，大会社および委員会設置会社では，各事業年度の計算書類
およびその附属明細書，臨時計算書類，連結計算書類を監査するため(会社436
条2項l号・ 441条2項・ 444条4項)，監査役・監査委員に加え会計監査人を置
くことを求めているし(会社328条・ 327条5項〕定款に定めを設ければすべて
の株式会社で会計監査人を置くことができるが(同326条2項)，その場合は，
業務監査権限を有する監査役を置かなければならないとしている(同 327条3
項・ 389条l項)。その理由として，会計監査人の独立性確保の必要性は，会計
監査人を任意に設置した会社でも変わるものではないしベ業務監査権限があ
る機関とセットでなければ，その本来の機能を発揮することは難しいからω
と説明される。会社法は，専門家としての会計監査人の役割に大きな期待を寄
せている。しかし，その期待に応えるような活動を実行するためには，監査役
の業務監査等と一体になり職務を遂行することが重要である。それが，会社経
営の健全性の実現・確保ひいてはよきコーポレート・ガパナンスに繋がっても
いくのであろう。ここでは，会計監査人制度の構造と内容につき，とくに監査
役との連携の問題を意識しながら，多少の検討を試みる。
ニ会社法における会計監査人制度
1 会社法における会計臆貴人の基本的な地位
まず，会社法における会計監査人の位置付けを素描する。会計監査人は会計
監査人設置会社との委任契約に基づき，その計算関係書類について監査を行う
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ものである(同436条2項1号等〉。前記のように，会社法は，定款にその旨の
定めを設ければすべての会杜が会計監査人を置くことができるとしている。他
方，大会社(同2条6号)と委員会設置会社(同条12号)では設置が強制される
し(同328条・ 327条5項)，委員会設置会社以外の会社が会計監査人を設ける場
合は，監査役の設置も強制される(同 327条3項)。この監査役は，業務監査権
限を有する者でなければない(同389条l項)。その趣旨は，既述した通り，会
計監査人は，業務監査を行う機関と連携した方がその本来の役割を果たしやす
いからという考えに基づく。委員会設置会社では監査委員会が監査の役割を担
うが，その監査委員会による充実した業務監査とともに，会計監査も専門家が
行うことによって会社ガパナンスの重装備化を図ることになっているω。大会
社は多数の利害関係者とかかわり合いがある。不正経理ゃあるいはそれに起因
する倒産がもたらす社会的影響が深刻である。そこで，会計の専門家による不
正経理の防止あるいは少なくとも早期発見を図る必要が大きいことも，会計監
査人設置の理由として挙げることができる(九確かに，それも重要といえよう。
会計監査人は公認会計士または監査法人でなければならない(同337条1項〉。
監査法人が会計監査人に選任された場合には，社員のうちから具体的にその会
社の監査業務を行うべき者を選定し，これを会社に通知する必要がある(同条
2項)。また，被監査会社からの独立性確保等の観点からベ一定の欠格事由も
定められている(同条3項〉。もう少しその理由を述べれば，会計監査人の監査
対象会社からの独立性を維持し，監査の公正性を確保するとともに，会計監査
人としてふさわしくない者を排除するためである的。会計監査人は，その職務
を行うに当たり補助者を使用してもよいが，その補助者も欠格事由ある者であっ
てはならない(同396条5項)。会計監査人として欠格事由ある者を選任した場
合，その選任は無効ある。選任後に会計監査人が欠格事由に該当するときは，
その時点から地位を喪失するというべきでベ欠格事由に該当する者が作成し
た監査報告は法律 kの効力を有しないこととなる(j九会計監査人としての地
位を失った者による計算書矧等の監査では，適法なl監査とはいえないからであ
る。法定の欠格事由に該当する会計監査人の監査を経て計算書類について定時
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株主総会決議が行なわれた場合は，手続違反なので決議取消事由になるみいう
見解も有力に主張されているが(円計算書類は適法であるとの意見が付され
ていても当該計算書類は確定せず， したがって，それに基づく剰余金の処分決
議は無効と解すのが受当であると思う o九会社と会計監査人の関係は委任に
関する規定に従う(同 330条)。委任は無償が原則であるが(民法648条1項)， 
通常は監査契約で報酬等が定められる。取締役等の場合とは異なって定款・株
主総会の決議は必要ではない。
2 選任と終任
会計監査人は，株主総会の普通決議で選任される(会社329条l項，合併等の
場合については，同 753条1項5号ハ・ 763条4号ハ・ 773条4号ハ参照)。監査役設
置会社(同2条9号〕において，取締役が会計監査人の選任に関する議案を株
主総会に提出するには，監査役・監査役会の同意を必要とする(同344条1項1
号・3項〉。その趣旨は，会計監査人選任議案の決定が代表取締役・取締役会の
みの意思によることを防止するとともに，監査役と会計監査人との密接な関係
からして，その選任に監査役の意思を反映させるのが妥当であるためと説かれ
るo目。監査役と会計監査人は連携して職務を遂行することが多いのであるか
ら，監査役が会計監査人の選任議案に決定・関与するのは適切・妥当といえる。
ただし，そのような制度が実質的にうまく機能しているかについは検証する必
要がある。監査役・監査役会はまた，取締役に対し，会計監査人の候補者を特
定しその選任に関する議案を株主総会に提出するよう請求すること，または会
計監査人の選任を総会の目的とすることを請求することができる(同 344条2
項1・2号， 3項)。これにより，会計監査人の選任につき，監査役・監査役会が
積極的にイニシャティブをとれる仕組みになっていると説明される(叫。前記
と同様，これも各会社においてそこまで監査役が主体的存在であり得ているか
どうかは別問題である。会計監査人はまた，会計監査人の選任(不再任・辞任・
解任の場合も同様〉について，株主総会で意見を述べることができ(同 345条5・
1項)，また任期中に辞任した会計監査人は，辞任後最初に招集される総会に出
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席して，辞任の理由等を述べることができる(同 345条5・2・3項)。これも，
監査役・会計参与の意見陳述権の場合(同 345条4・1・2項)と同様(ベ会計監
査人の独立性の保障のためであると説明される(16)。もっとも，解任等された
会計監査人が総会で実際に解任等につきその理由・意見を述べることができる
かは保証の限りではなL、。
会計監査人の任期は，選任後一年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結の時までである(同 338条1項)。会計監査人の任
期は会祉の事情の把握と独立性確保の観点からは短くても困るし，長ければ経
営者との癒着も懸念されるといわれる(l九そのとおりであるが，そうである
からこそ監査役・監査役会との連携が重要である。選任の場合と同じように，
会計監査人の不再任を総会の議題にする場合も，監査役・監査役会の同意を必
要とし(同 344条l項3号， 3項)，監査役・監査役会は，取締役に対し，会計監
査人の不再任を総会の目的とするよう請求することができる(同344条2項3号，
3項)。趣旨は選任の場合と閉じであるが，前記したとおり，その実態が問題で
あろう。
会計監査人はいつでも株主総会の普通決議で解任されうるが(同 339条l項)，
正当な理由のない解任の場合は会社に損害賠償請求ができる(同 339条2項)。
選任の場合と同様，取締役が会計監査人の解任決議を総会に提出するには監査
役・監査役会の同志を要し(同 344条l項2号， 3項)，監査役・監査役会は，取
締役に対し会計監査人の解任を総会の目的とするよう請求することができる
(同 344条2項2号， 3項)。会計監査人に職務上の任務慨怠・非行・心身の故障
がある場合は，監査役(委員会設置会社では監査委員会の委員〕全員の同意，監査
役会により会計監査人を解任することができる(同 340条1・2・4項)。これは，
会計監査人への信頼を失わせるような重大事由が発生しでも，上場会社等では
その解任のための臨時株主総会を招集することは容易ではない場合もありえ，
そのような事態に対処するために認められた制度である(問。そのような事由
がないにも拘わらずなされた解任の効果については争がある。会社法 340条に
列挙されている解任事由は一義的でなく判断の幅があるから，法的安定性のた
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め事後に裁判所によって解任事由なしとされでも会計監査人に損害賠償請求権
が認められるにとどまるとの見解自由が有力である。しかし，判断の幅がある
から会計監査人の解任は慎重になされるべしとはいえても，幅があるから損害
賠償請求に留めるというのはいかがであろうか。このような解任は無効であり
当該会計監査人はその地位を失わず，当期の計算関係書類はその会計監査人の
監査を要すると解すのが附，筋が通っていると思う。
三会計監査における連携
1 慰霊証役の職務と会計臆憲人の職務
監査役と会計監査人の職務・権限は，計算書類等の会計に関する監査につい
ては震なり合う(同436条2項l号参照)。会計監査の充実・適切性を実現するた
めにはむしろそうであることが必要というのが，その制度趣旨である。しかし，
無意味な重複なら避けるべきである。会計監査人設置会社では，会計監査人が
第一次的に会計監査を行い，計算関係審類の適正性につき監査意見を表明する
が(会社396条1項，計算規126条)，監査役の会計監査は，むしろ自らの監査結
果に基づき会計監査人の監査の方法および結果の相当性を判断することにある。
監査役・監査役会等は，会計監査人の監査の方法または結果を相当でないと認
めた場合は，その旨および理由ならびに監査役の監査の方法の概要または結果
を監査報告に記載する(計算規127条2号・ 128条2項2号， 129条1:項2号)。会計
監査の適正性と信頼性の確保に努めることにより，計算関係書類の適正な開示
に貢献することが，監査役監査の責務といえる。そのためには，監査役等と会
計監査人とが緊密な連携関係にあり，また率直で十分な意思疎通ができる状態
にあることが肝要である。会社法は，監査役・監査役会に，会計監査人の選解
任・不再任に関する議題・議案の同意権・請求権(会社344条l項)，会計監査
人から取締役(執行役〕の職務の執行に関する不正行為・法令・定款違反の重
大事実あることの発見に関する報告を受ける権限(同397条1・3・4項，同395・
414条)，会計監査人に報告を求める権限(岡 397条2項)，会計監査人の会計監
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査報告の内容の通知を受ける権限(計算規 130条)，会計監査人の職務遂行に関
する事項の通知を受ける権限(悶 131条)，会計監査人に対する報酬等の同意権
(会社399条1項)を与えている。監査役(監査委員)にとっても会計監査人の有
する情報は業務監査を実施する上でも有益であることが多いからである。報告
を求め得る範囲は，その職務を行うため必要な場合に限定されるが，必ずしも
会計監査に限られるものではなく，業務監査一般に関するものも含まれる (2九
取締役等の職務執行に関する不正行為，法令・定款違反の重大事実の発見の際
の報告に関しては，会計監査人の職責は業務監査ではないものの，会計監査の
際に取締役等の不正行為を発見することもあるので，その場合は，その事実を
報告させようということである(へそれらの規定は，監査役と会計監査人との
職務遂行の上の緊密な連携関係の強化という趣旨を体現しているといえるω。
会社法施行規則 105条2項は， r監査役は，その職務を適切に遂行するため，
次に掲げる者との意思疎通を図り，情報の収集及び監査の環境の整備に努めな
ければならない。」と規定し，当該株式会社・子会社の取締役，会計参与，執
行役，使用人等ぞ掲げ(問項 1・2号)，その後で「その他監査役が適切に職務
を遂行するに当たり意思疎通を図るべき者JC同3号)を挙げている。この「そ
の他の者Jに，誰が該当するのであろうか。会計監査人が含まれるのは自明で
あろうが， しかし，監査役との職務の関係からしでも，むしろ明示的にその皆
を掲げて置くべきであつたと思う〈ωz剖4叫)
意思疎通は大変に薫要であり'会計監査人と監査役とができる限り情報交換・
意見交換の場をもつことは望ましくもある。「監査役監査基準JC日本監査役協
会監査法規委員会平成23・3・10最終改定〉は，監査役・監査役会は，会計監査
人と定期的に会合をするなどして，緊密な湾系を保ち，積極的に意見・情報の
交換をするよう努めるべきとしているし Cr同基準J44条l項J)，業務監査の過
程で知ることのできた情報のうち，会計監査人の監査の参考となる情報または
会計監査人の監査に影響を及ぼすと認められる事項については，その情報を会
計監査人に提供するなど，会計監査人との情報の共有に努めるべきことを指摘
しているのも(同条5項)，その端的な現れということができる。「監査役監査
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実施要領J(日本政査役協会監査法規委員会 平成23・7・7)によれば，連携の方
法としては，会合，口頭または文書による情報交換，監査役による会計監査人
の監査現場への立会などが考えられ，その方法，時期等については会社規模・
業種その他の環境等に応じ，監査役と会計監査人とで十分に協議して実施し，
連携の効果が上がるよう努めるべしとしている (1実施要領」第5章第4項1(3)。
なお， i会計監査人との連携に関する実務指針J(日本監査役協会会計委員会平
成23・8・25)には，新たに「監査役は会計監査人との連携が溜切に行われるよ
う努めるとともに，適時かっ十分に行なわれたか評価しなければならなL、。仮
に連携が十分ではなく，その状況が解消できない場合は双方の監査意見にも影
響する可能性がある点，留意すべきである。仮に連携が十分ではなく，その状
況が解消できない場合は双方の監査意見にも影響する可能性がある点，留意す
べきであるJ(1連携に関する実務指針J(I 4 (2) が，付け加えられたことにも留
意しておく必要があると思う。
2 会計監査人の監査の方法と結果の相当性の判断
1で述べたように，会計監人設置会社の会計監査は，会計監査人が実施し，
計算書類が適性か否かにつき意見を表明し，そのうえで監査役，監査役会等が，
会計監査人の監査の方法または結果の相当性について判断する。それは，前掲
の「監査役監査基準」が，監査役が，会計監査人から取締役の職務執行に関し，
不正の行為又は法令・定款に反する薫大な事実(財務計算に関する書類の適正性
の確保に影響を及ぼすおそれがある事実を含む)がある旨の報告等を受けた場合に
は，監査役会で審議のうえ，必要な調査を行い，取締役に対し助言又は勧告を
行うなど，必要な措置を講じるべきもの， としているところにもみてとれる
(1同基準J44条4項〕。じたがって，その限りでは会計監査人の経験・能力等に
問題なく， i会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを確保するため
の体制J(計算規127条4号)が整備されており，会計監査人が十分な資源を投
入等して，十分な監査証拠を入手していることにつき監査役が確信を得ること
ができるなら，会計監査人の監査方法は相当であると認めてよいであろう。し
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かし，それは会計監査人の審理体制に問題はないことを前提とする倒。その
ことは， I監査役監査実施要領」では，例えば，第5章第5項「会計監査人監
査の方法と結果の相当性の判断」において，まず， 4監査の方法の相当性の検
討につき，(1)監査役は，会計監査人の監査計画について内容聴取と検討を行う
が，その際に，①会計監査人の監査計画は，会計企業審議会の監査基準並びに
日本公認会計士協会の指針にそっているか(同項第2手順4(1)①)，②自社並び
に親会社及び子会社から成る企業集団の監査環境及び内部統制システムの状況
等に対するリスクの評価等に応じた適切な監査方針，監査重点項目が織り込ま
れ， これに対応できる監査体制を確保した監査体制となっているか(同②)， 
⑨連結決算書類に関して，会計監査人の監査は，海外子会社も含めた企業集団
の実態把握ができるよう計画され，実施されているか(同③入④連結の範囲・
持分法適用の範囲につき，十分な検討がなされているか(同④)， (2)会計監査
人の監査計画どおり実施されていることの確認につき，①自社経営トップや経
理部門等の非協力等，監査を妨げるものはないか(同(2)①)，②会計監査人が専
門家としての注意を払い，手抜きせずに，計画に従い，監査手続のフローに沿っ
て監査を実施しているか(同(2)②)， 5監査の結果の相当性の検討の項では， (1) 
四半期並びに期末の会計監査人の監査報告，監査方法及び結果の概要に関する
説明書等及び「会計監査人の独立性に関する事項その他職務の遂行に関する事
項」の通知につき内容聴取と検討を実施するが，その際に①監査役が掌握して
いる事実，月次決算数値の推移，経営実態についての認識並びに監査役が実施
した計算関係書類の監査結呆と会計監査人の監査の結果との聞で評価の異なる
重大な問題はないか(同項(1)1①)，②企業集団につき監査役が掌握している事
実，決算数値の推移，経営実態についての認識並びに監査役が実施した連結計
算書類の監査結果と会計人監査人監査の結果との問で評価の呉なる重大な問題
はないか(同項(1)1①)， (2)財務報告に係る内部統制の有効性に閲する経営者評
価に対する会計監査人の意見表明の内容聴取と検討に閲しては，①監査役が会
社内部の実態・経営環境などにつき把握している情報及び経理部門，内部監査
部門等からの説明聴取により得た財務報告に係る内部統制の有効性についての
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認識と会計監査人の意見表明との聞で評価の異なる問題はないか，が検討事項
として挙げられている(同項(2) ことに示されている。監査役による会社法の
計算関係書類に係る監査及び会計監査人監査の方法と結果の相当性の判断につ
いては，月次，四半期，中間期の決算状況等の把撮と年間毎週しての会計監査
人との連携の積み重ねのなかで見解を形成していくべきこととされている。し
たがって，各四半期決算時等の監査役会等において，その時点等までの会計監
査人の監査方法およびその指摘・見解等の内容を含め会計監査人監査の実施状
況につき確認し，監査役全員が会計監査人の監査方法と結果の相当性を判断す
るための情報を共有化することが望ましいという (6(l)(i)。これも監査役と会
計監査人が連携を図りつつ業務を遂行していく上で非常に大切なことである。
3 会計監査人の選任・交代時
会計監査人が新たに選任されたり，監査契約更新時または監査法人の業務執
行社員もしくは監査役の交替時にも，監査役と会計監査人との連携は重要であ
る。そこで， r監査役実施要領Jでは，前者の場合は， (1)会計監査人の状況と
監査体制(品質管理体制を含む)の確認，具体的には監査法人(又は公認会計士〕
の概要，欠格事由の有無，会計監査人の独立性に関する事項その他職務の遂行
に閲する事項，ローテンション等の体制，監査法人の内部管理体制，当該年度
の会計監査人の管理体制，監査契約の内容および非監査報酬の額を(第5章第4
項第2手順)， (2)前任会計監査人との引織の状況の確認，具体的には例えば(i)会
計監査人が交替する場合，後任の会計監査人にとり過年度の情報は非常に重要
であるため，会計監査人は，会計監査人聞の引継に関する方針及び手続を定め，
適切な引継安行うこと(第2手順1(2)(i))，などが連携の内容である。 (3)後任監
査役との連携としては，例えば，監査役は，監査役と前任会計監査人との連携
状況，最近の監査役監査の要点等を後任会計監査役に説明すること等が挙げら
れる(同(3)(i))。後者については， (1)会計監査人が取締役と協議した重要な事項
に関する確認，具体的には，監査契約更新前に会計監査人が取締役と協議した
薫要な事項がある場合は，その内容の報告および説明を受けるべきこと，その
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際は，担当部署からも，予めヒアリングをしておくのが望ましいこと(第2手
順2(1)， (2)契約更新に際しての確認事項，具体的には契約更新に際し，監査
役は会計監査人から会計監査人の状況と監査体制に関し，①監査法人(又は後
任会計士)の概要，②欠格事由の有無，③会計監査人の独立性に関する事項そ
の他職務の遂行に関する事項〔計算規 131条各号参照)，④ローテーション等の
体制，⑤監査法人の内部管理体制，⑥当該年度の会計監査人の監査体制等(同
2 (2)， (3)業務執行社員等が交代した場合については，①監査法人には，公認会
計法の下，大会社等の財務書類につき監査関連業務を行う場合の社員等に，ロー
テーション・ルールが求められている点を確認して置くべきであるし，また②
監査役は，業務執行社員等が交代したときの方針，選任の経緯につき説明を受
け，かっ遺漏のない引継が行なわれることを確認する必要があること(同 2(3) 
(包)， (4)監査役が交代の場合には，最近の監査役監査の要点や各監査役の職務
分担などの監査体制につき説明すること(同(4))が掲げられている。監査の問
題に限られないであろうが，実際に担当者が変わるような場合は，連携の環境
の整備等への配慮はなされてしかるべきであるし，また非常に重要である。
4 監査計画の策定時
会計監査人が監査を効果的かっ効率的に実施するためには，監査リスクと監
査上の重要性を勘案して監査計画を策定する必要がある。監査役の方は，会計
監査人からその監査計商につき説明を求め，意見交換する。会計監査人が説明
し意見交換すべき事項は，前期からの会計・監査上の懸案事項及び内部統制上
の問題点，会社(企業集団〉を取り巻く経営環境や事業内容の変化及び監査上
のリスク，会社における情報技術(IT)の進展が内部統制や財務諸表の作成及
び会計監査に及ぼす影響，当期の監査上の重要課題，四半期レビュー計画及び
期末監査計画(内部統制監査を合む)，会計監査人が行う内部統制の評価の方法
及び実施時期，重要な実証手続きの内容及び実施時期，新たな会計基準の適用
についての情報，重要な会計方針(連結範囲を含む)や会計処理及びその相当性，
当期の監査時間，監査従事者数等の監査体制，事業所・子会社等の往査の計画
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内容，監査時間の見積り及び監査報酬に関する事項，である(同 3(1))。その際
に，監査役会が，その監査方針・監査計画につき説明し，会計監査人の理解と
協力を求めるともに，両者の監査計画の調整を図る必要も生じ得るであろう。
その場合には，会計監査人と監査役会がそれぞれの監査方針と監査計画を説明
し，監査の重点， リスクの認識，内部統制システムへの関与などにつき意見交
換し，両者の監査計画に反映させることは大変に有意義である(同3(2)。もし，
会計監査人と監査役会側とで双方の監査計画に重要な修正があった場合は，監
査役会は監査方針・監査計画を必要に応じ修正するとともに (1監査役監査基準」
33条5項)，他方，会計監査人側においても，監査計画の前提として把握した
事象や状況が変化した場合，あるいは監査の実施過程で新たな事実を発見した
場合には，適宜，監査計画を修正する必要がある (1監査基準」第三・二・ 8)。
そこで，両者の監査計商に薫要な修正があった場合には，相互に速やかな連絡
が求められることになる。
5 期末監査時
監査役は，会計監査人から期末監査の実施状況につき，当初の監査計画との
相違点とその理由も含め，以下のような監査の実施状況につき説明を受ける。
①監査従事者に関する事項，監査実績時間，②内部統制の整備，運用状況の評
価手続の概要，③実査・立会・確認等の主要な実証手続の概要，④経営者確認
書に関する事項，⑤監査計画の策定及び監査手続の実施において特に考慮した
重要な事項，⑥監査基準への準拠状況，⑦内部統制の開示すべき重要な不備に
関する経営者等への報告の状況，⑧重要な不正及び違法行為に関する対処の状
況，⑨経営者等とのテゅイスカッションの状況，⑮前期からの会計・監査上の懸
案事項および内部統制上の問題点の改善状況等に閲してである (1監査実施要領」
第5章第4項5(1)(i))。その上で，前期からの会計・監査上の懸案事項及び内部
統制上の問題点の改善状抗並びに当期監査重点項目の説明を受け，意見交換す
る(同(u))。監査役は，会計監査人が期末監査で発見した不正，誤謬，違法行
為及び内部統制の不備等並びに重要性のない未修正の事項(例えば，重要性がな
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いため未修正なっている会計処理など)とそれについての会計監査人の判断につき
説明を受け意見交換することになる(同制)。また，監査役は，会計監査人の
監査報告書につき，①監査意見(会計方針，会計処理及び表示)，②継続企業の前
提に関する事項，③震要な後発事象の内容・決算への影響，④その他の追記情
報に関する事項を含む記載内容の説明を受けることになるく同(2)(i))。また，前
記でも一部触れた会計監査人の独立性に関する事項その他職務の遂行に関する
事項(計算規131条)は監査役・監査役会の監査報告にその内容を記載しなけ
ればならないので(計算規131条， 130条l項)，その点からも特に十分な説明と
十分な意見交換をして置く必要がある。
監査役は監査役監査の状況につき説明しなければならない。これには，監査
の実施状況につき，会計監査人監査の参考となる情報を提供すること (1監査実
施要領第 5章第4項5(4)(i) ，監査役・監査役会の監査報告の記載内容につき説
明し，意見交換すること凶，監査役による財務報告に係る内部統制の監視状況
につき説明し，監査人監査の参考となる情報を提供することが含まれる倒。有
価証券報告書につき会計監査の説明を受け，財務情報以外の記載事項，また内
部統制報告書，内部統制監査報告書についても意見交換することになる(同(5)，
(6)。
6 会計監査人の職務遂行の適正確保体制
会社計算規則 131条は，会計監査人が特定監査役に対して会計監査報告の内
容を通知する際には，独立性に関する事項その他監査に関する法令及び規定の
遵守に関する事項，監査，監査に準ずる業務及びこれらに関する業務の契約の
受任及び継続の方針に関する事項，会計致査人の職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制に関するその他の事項を通知しなければならないと
規定している。そして，前記のように，計算規則 127条4号は，監査報告には
「会計監査人の職務の遂行が適正に実施されていることを確保するための体制
に関する事項」を記載しなければならないという。この点に関し，旧監査役監
査基準(平成21・7・9最終改定)では，監査役は財務報告に係る内部統制に関
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するリスク評価等につき，会計監査人から報告を受けることとしていた(同基
準42条2項〕。現行の監査役監査基準では，その 28条において，会計監査人の
職務の遂行が適正に行われることを確保するため，監査役は，①独立性に閲す
る事項その他監査に関する法令・規程の遵守に関する事項，②監査，監査に準
ずる業務およびこれらに関する業務の契約の受任・継続の方法に関する事項，
⑤会計監査人の職務の遂行が適正に行われるととを確保するための体制に関す
るその他の事項について，会計監査人から通知を受け，会計監査人が会計監査
を適正に行うため必要な品質管理の基準を遵守しているかどうか，会計監査人
に適宜説明を求め確認を行なうべきとしている。
ここでも，肝心なのは専門家としての会計監査人と監査役が同じ監査業務に
携わる者としてよきライバルでありつつ良質な協力・協同関係を構築・維持で
きるかであろう。監査役としては，会計監査人の監査の方法および結果の相当
性に問題があれば，それはむしろ直ちに自己にはね返ってくることを深く認識
しておく必要があるし，そのような観点で，たえず経営者が「適正確保の体制」
を構築しているかを，多くの場合，親会社および子会社を含む企業集団の監査
環境を含めて，点検していく必要があると思われる。
7 会計監査人の報酬等の決定に関する連携
こりで述べたように，会社法上，監査役の場合とは異なって，会計監査人
に支払うべき報酬等は，定款・株主総会決議によって定めることは要求されて
いなL、。しかし，取締役が会計監査人・一時会計監査人の職務を行うべき者の
報酬等を定める場合には，監査役(監査役が2人以上ある場合にあっては，その過
半数)・監査役会・監査委員会の同意を得なければない(会社399条)(2九このよ
うな同意権が認められた理由は，会計監査人の監査を受ける立場の取締役のみ
がその決定に閲わると会計監査人の経営者からの独立性が担保できないこと(ベ
経営者としては，報酬等を会計監査人が質的にも量的にも十分な役務を提供す
ることが困難な低い水準に抑制したいとのインセンティブが働きかねず，他方
で，監査報酬・非監査業務の対価が高すぎると，会計監査人と取締役の癒着の
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原因ともなりかねないからである制。
この監査役等による会計監査人の報酬等の同意権は，会計監査を実施する監
査役等にとっても，会計監査人と監査役が緊密な述携を図ることになるという
点で，会計監査人からの職務の遂行に関する通知制度とともに重要といえる。
まず，同意が必要となる会計監査人の報酬等の範囲の問題については，基本的
には，会社法による計算書類の法定監査に係る報酬等を指していると考えてよ
い(則。これを文字通りに捉えるなら，非監査報酬等はもちろんのこと，会社法
の会計監査人が金融商品取引法(以下， I金商法」と略記する)に基づく監査など
会社法以外の監査を行った場合の報酬等もここでいう報酬等には該当しないこ
とになる側。しかし，実際には，金商法適用会社でもある上場会社等では，会
社法監査と金商法監資を一体として実施するであろうから，会社法監査と金商
法監査の対象となる報酬等を区分し，会社法監査の報酬等にのみ同意すること
は実務的には難しいのみならず，かえって無理に区分すると，金商法監査の品
質を担保することができなくなるおそれも懸念される。従って，そのような区
分の難しさを勘案した，包括同意で対応する (31)というのは妥当というべきであ
ろう。非監査業務について，対価を支払っているときは，その非監査業務を事
業報告の内容にしなければならないとされているがω，しかし，報酬額等は内
容になっていないから，その限りではなお不十分であるといえる。
当該会社の子会社の計算書類に関する監査に関するものも報酬等に含まれる
かも問題となる。この点，会社法で同意の対象とされているのが，当該会社の
法定監査に係る報酬等であるから，会計監査人に，当該会社が連結計算書類の
監査の一環として子会社の監査を依頼している場合は，当該会計監査人の監査
手続実施の範囲に含まれる。そこで，その部分も同意すべき報酬等の対象に含
まれるということになる O これに対し，子会社が会計監査人に単独で監査を依
頼している場合は，親会社監査役等の報酬等同意権の対象外となる(的。ただし，
会社法施行規則 126条は，会計監査人設置会社で会社法433条3項に規定する
大会社の場合には， I当該株式会社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法
人(外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。〉が当該株式会社
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の子会社(重要なものに限る。)の計算関係書類(これに相当するものを含む。)・の監
査(法又は金融商品取引法(これらの法律に相当する外国の法令を含む。)の規定によ
るものに限る。)をしているときは，その事実を事業報告の内容としなければ
ならないJとしている(同条8号ロ)。そして，同規則 129条等によれば，事業
報告およびその附属明細書が法令又は定款に従い当該株式会社の状況を正しく
示しているかどうかについての意見を内容とする監査報告を作成しなければな
らいないとされているので，この場合は，当該会社ではなく子会社が会計監査
人に依頼している単独監査の報酬等についても，検証等をする必要はあること
になろう刷。
つぎに，この同意をする際に，報酬等の額が合理的に定められているかどの
ようにして確認するかも重要な問題となる。監査役会としては，会計監査人と
会社の担当部署が積算した見積額のうち，とくに会計監査人の人員や日数面の
根拠や考え方の確認に力点を置きつつ報酬等の額が相当であるか否かを判断す
ることになろう。この報酬等の積算根拠の相当性の判断に当たっては，当該会
社の監査責任者やそれ以外の監査人の構成やチーム内の各人がどのような業務
にどの程度携わるのか，また会計監査人内部における審査やレビューにどれぐ
らいの時聞を使うことができるのか，監査人員や監査日数といった監査体制に
ついて，十分でかつ慎重な検討を行うことが求められる。すなわち，早期に事
前の情報収集と報告聴取に着手・開始し，収集した情報に基づき会計監査人の
新年度の監査計画とその内容につき，その適切性・妥当性を主体的に吟味・検
討し，監査時間と報酬単価の精査を通して報酬等見積りの算出根拠・算定内容
について，その適切性・妥当性を検討すべきである倒。そして，この検討にお
いては，監査人員や監査日数は，重要な監査リスク，組織変更，情報処理シス
テムの変更，連結対象会社の増加・減少，新会計基準の適用，監査基準等の改
定などによって変動しうるものであることから，そのような変動に十分に留意
する必要があろう倒。また，このような検討は監査計画策定時の情報・意見交
換を通じて実施されることが多いから， r同意Jという側面から会計監査人の
独立性の確保とともに監査役と会計監査人との連携の強化に資するという機能
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を有することになる。
そのためにも，監査役・監査役会が会計監査人監査に係る事前の情報収集・
報告聴取を早期に着手すること，会計監査人の監査計画の内容の適切性・妥当
性を主体的に検討すること，会計監査人の積算見積り算出根拠の適切性・妥当
性を検討すること，会計監査人の報酬等の同意手続が監査役の職責として適正・
確実に実行されるため，経営執行部門との聞で・同意プロセスがルール化され，
それらの手続の記録の作成，証跡として残す実務が定着されていること聞が
特に重要となる。
監査役がそのような点を踏まえないで，そして積算根拠等につき十分確認し
ないまま，報酬額等につき同意した場合は，善管注意義務を果たしていないと
評価されることもあり得る。したがって，会計段査人・会社側で積算に当たっ
て用いた前提に問題があると恩われる場合は，監査役は，報酬等の額について
同意を与えるべきではない。会計監査人としては，報酬等の額が少なかったた
め，十分な監査はできなかったという抗弁はできても，監査役は，報酬等の額
の算定根拠になっている監査計画・人員計画に問題があると認識している以上，
会計監査人の監査方法が相当でないと判断すべきであり，その場合は，自ら十
分な会計監査を実施しないかぎり，監査役としての任務慨怠が問題となり得
る刷。とすれば，監査役は会計監査人の任用時点から継続して十分な意思疎通
をしていることも極めて重要なのである。
8 会計監査人の責任と監査役・会計監査人の連携
責任のレベレで監査役と会計監査人の関係をみてみよう O 会社法上，取締役，
会計参与，監査役，執行役または会計監査人(役員等)が，その任務を怠った
ときは，株式会社に対し損害賠償責任を(会社423条 l項)，役員等がその職務
を行うにつき悪意・重過失があったときには，当該役員等は，これにより第三
者に生じた損害を賠償する責任を負う(同 429条 l項〉。会計監査人の任務惚怠
に基づく会社に対する損害賠償責任も代表訴訟の対象とされている(同 847条
l項凡そして，ここで震要なのは，役員等が会社・第三者に生じた損害を賠償
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する責任を負う場合に，他の役員等も当該損害を賠償する責任を負うときには，
これらの者は，連帯債務者とされていることである(同430条)。したがって，
監査役としては，自己に責任がないとするためにも，会計監査人と適切な連携
を維持することにより，会計監査人に任務慨怠が生ずることのないよう配慮し
て置くことが重要となる。監査役と会計監査人が連帯責任を負うことから，も
し会計監査人が適切に職務執行をしなかった場合，監査役が損害賠積責任を追
及されかねない事態が生じ得る (3九他方，複数の役員等が任務1解怠により会社
に対する損害賠償費任を連帯して負担している場合，その責任は不真正連帯債
務と解されている(ベ総株主の同意により一部の役員等の責任のみが免除され
たとき，責任免除の対象とならなかった有責役員等の責任にどのような影響が
及ぶかという論点がある。それは，監査役と会計監査人との関係にち当てはま
る問題である。責任免除がされたときの免除対象とはならなかった有責役員等
への影響の問題については，会社法に規定はないので，民法学上の通説・判例
どおり，ある有責取締役に対する責任免除は，連帯責任を負う他の有責取締役
の賠償責任には原則として影響しないと考えるなら(ベ会社が会計監査人の責
任を免除しでも，監査役は会社に全額の責任を負うことになってしまい，責任
免除を受けた会計監査人への求償を認めざるを得なくなる。そこで，会社法学
では，会社が連帯債務を負う取締役の一部の者につき責任を免除した場合には，
他の連帯債務を負う取締役は，責任免除を受けた取締役の負担部分について責
任を免れるとする見解が有力である (4九取締役の株式会社におけるその地位の
重要性からして，その責任があまりに軽くみられるべきでないとの前説も発想
自体は全く正しい。したがって，損害填補機能に重点を置きすぎると社外取締
役に酷といった議論に，筆者は疑問を感じる。しかし，ここでの議論はむしろ，
会社の健全性の確保・維持の範曙に属する問題と捉えるべきある。そうだとす
るなら，損害填補機能というより会社ガパナンスの健全性確保こそが重視され
るべきとみて，会社(総株主〕による取締役の責任免除，それに伴う取締役と
取締役との関係という場面のみならず，監査役と会計監査人の場合にも後説で
いくというのでもよいのではなかろうか。換言すれば，役員等の会社に対する
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責任は，少なくとも取締役か監査役かで別異に考える必要はなく，損害填補よ
りも任務惚怠の防止機能に重きを置いてよいのではということである。そのた
め，監査役と会計監査人の辿携という制度趣旨が損なわれるのではなく，逆に
その理念をより一層体現することになるのではなかろうか。
四結びに代えて
以上，不十分ではあったが，会社法における会計監査人制度の概要につき述
べ，つぎに会計監査人の職務権限は監査役のそれと一体で行使されるべきこと
から，監査役との連携の問題にいていくつかの項目を取り上げて多少の検討を
行った。最近，会計監査人の責任について興味ある裁判例がでているし(ベま
た一部上場の著名な企業で粉飾決算等が何年にもわたり行われた疑いがあり監
査役とともに監査法人の責任も問題となるなど(叫，会計監査人のあり方につい
ての話題はよかれ悪しかれこと欠かないのが実状である。もっとも，ここでは
そのような会計監査人の責任に関る裁判例自体はみていないし，監査役と会計
監査人の連携の問題について検討していない事項も残ってはいる。例えば，会
計監査人とがどのように連携してそれぞれの職務権限を行使するなら適切な監
査活動となり，よりよき結果がでるのか。監査は効率性を無視すればよいもの
でもなく，無駄なくしかも内容の充実した監査を実施するには，会計監査人と
監査役のよき協力・協同が不可欠であるが，そのためには具体的にはどのよう
な手立てを考えるべきかなどにつき考察するのは重要ではあるが，これについ
ては省略した。もっとも，会計監査人と監査役はその職務権限の性質上，責任
問題でも重なることが多いと恩われ，責任を問われないような監査体制と活動
を実施するには日頃からどのような点にとくに留意しておくべきかは，実務上
も重要な課題であろうし，理論的にも看過できない論点であるので，最後に不
十分ながらも言及したところである。
より一般的な制度論とでもいうべき問題としては，前半部分で取り上げた事
項，すなわち会計監査人の欠格事由，会計監査人の選任や報酬等の決定に関す
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る監査役等の同意権などが，その趣旨どおりに機能しているのか等についても，
監査役の独立性それ自体の問題とともにあるいはむしろそれとリンクさせなが
ら，実務での機能の状況等をも勘案しつつ再度検討してみることも重要であろ
う。監査においては，法・制度と実態はなお相当に布離しているのではなかろ
うか。
〈注〉
( 1 ) 前田庸「会社法入門第12版j496頁(有斐閣， 2009)。これに対し，江頭憲
治郎「株式会社法j541頁(有斐閣， 2006)は，会計監査人は役員には含まれな
いので(会社法329条l項)，会社の機関とはいいにくい旨を述べられるが，会
社法326条の規定の体裁からすれば，平成17年会社法は機関とする趣旨と解す
のが自然であろう。
(2 ) 本文で述べるように，監査役がl名いれば会計監査人を置くことができる(会
社327条3項〉
(3 ) 相津哲『一問一答新・会社法〔改訂版Jj106貰(商事法務， 2009)。
(4 ) 江頭憲治郎 I~会社法制の現代化に関する要項案」の解説 [II] J商事1721号6
頁 (2005)，同『株式会社法第4版j559頁(有斐閣， 2011)。
(5) 龍田節『会社法大要j146頁(有斐閣， 2007)。
(6) 龍田・前掲注(5)146頁，近藤光男=志谷匡史『新版・改正株式会社法IVj
733頁(弘文堂， 2007)。
(7) 江頭・前掲注(4)~株式会社法j 559頁。
(8 ) 酒巻俊雄=龍田節編集代表『遂条解説会社法第4巻J296頁[中村信男](中
央経済社， 2008)参照。
(9) 江頭・前掲注(7 )561頁。
(10) 前回・前掲注c1)519頁。
(1) 大隅健ー郎=今井宏『会社法論中〔第三版Jj333頁(有斐閣， 1992)など。
(12) 鶴田・前掲注(5)148頁。
(13) 前回・前掲注(1 )520頁，江頭・前掲注(7)562頁。これに違反する場合は，
総会決議取消事由と解してよいであろう。
(14) 稲葉威雄「改正会社法j375頁(金融財政事情研究会， 1982)。なお，委員会
設霞会社では，株主総会に提出する会計数変人の選任(解任・不再任の場合も同
様〕の議案の内容の決定権は，監査委員会にある(会社法404条2項2号)が，
その趣旨は監査役設置会社の監査役・監査役会の権限の場合と同じである。
(15) 東京高判昭和58・4・28判時1081号130頁(大成地所事件〕ば，株主総会の
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決議で監査役を解任したことに正当な事由はあるとされた事例であるが，その判
決理由で殿査役の意見陳述の不当拒絶は，決議取消事自に当たると述べている。
会計監査人についても同様に解してよいであろう。
(16) 前田・前掲注(1 )522頁，江頭・前掲注(7)562頁。実務では，会計監査人が，
当初は定時総会において，自己の解任につき意見を述べる予定であったが，見送っ
たなどという事例もみられる。
(17) 江頭・前掲注(7)563頁。
(18) 江頭・前掲浅(7)564頁。
(19) 前回・前掲注(1 )523頁，江頭・前掲注(7)564瓦大隅z 今井・注(11)337
頁など。
(20) 龍田・前掲注(5 ) 150頁。
(21) 前田・前掲注(1 )526-527頁。
(22) それがあるから，監査役は取締役の違法行為の差止請求権の発動等により.違
法経営の防止ないし是正がしやすくなる。上柳克郎ほか「新版注釈会社法J(6) 
568頁〔龍田節)(有斐閣， 1987)参照。
(23) 前田・前掲注(1 )526頁。
(24) 会社規105条2項1号か同2号に定めておくべきこととなる。もっとも，監査
役が会計監査人と連携して職務を遂行していれば，任務慌怠(会社423条1項)
と認定される場合が狭くなるとはいえても，そのことをもって当然に任務慨怠と
判断されるのを避けられものではない。また，監査報告に記載・記録すべき重要
な事項につき虚偽の記載・記録があった場合，注意を怠らなかったことの証明が
(同429条2項柱害・但害きおよび3号)，ある穏皮は容易になりえても極めて容
易化されるわけではない考えるべきである。
(25) 弥永真生「会社法の下での監査役と会計監査人との連携」月刊監査役519号B
頁 (2006)。
(26) r監査役致査碁準J(平成23・3・10) もその 29条l項で，致霊長役は，会社が
会計監査人と監査契約を締結する場合は，取締役，社内関係部署及び会計監査人
から必要な資料の入手と報告の受領により，また非m牽業務の委託状況及びその
報酬の妥当性を確認して，契約ごとに検証すること， 2項では， ~ま奈役会は，会
計監査人の報酬等の額の同意の判断に当たり，前項の検証を踏まえて，会計監査
人の監査計画の内容，監査計画の職務遂行の状況(従前の事業年度における職務
遂行状況を含む)及び報酬見積もりの算出根拠などが適切であるかにつき，確認
することが必要な旨を規定している。皇室査員会については， r歎査委員会盟主奈まま
準J(平成23・5・12)28条に同趣旨の定めがある。
(27) 相津・前掲注(3)138頁，相海哲=業玉匡美=郡谷大輔「論点解説 新・会社
法J419頁(商事法務， 2006)。
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(28) 江頭・前掲注(7)561頁。そこで，公開会社では，会計監査人の報酬等の額は
非監査業務の内容4ごともに，事業報告に内容たして開示されることにもなってい
る(会社規 126条2・3号)。公開会社でない場合には，そのような事項の記載は
要求されていないが，それは事業報告の記載をできるかぎり簡素化するためであ
る。弥永真~~コンメンタール会社法施行規則・電子公告規制.1 708-709 頁 (2007)。
(29) この点について，江頭憲治郎=中村直人編著『論点体系会祉法3.1347頁[久
保大作](第一法規， 2012)。
(30) 相海ほか・注(27)419頁。
(31) ["躍を査役躍を査実施要領J(平成23・7・7)第5章第3項・ 3同意の対象となる会
計監査人の報酬等(1)(uj)は，監査役監査と金商法監査に係る報酬等を区別できない
ときは，その総額で同意の判断を行うものとしている。なお， r監査役若しくは
致査役会又は監査人との迷携に関する共同研究報告J(日本殿交役協会・日本公
認会計士協会，平成19・7・29)でも，会社法監査・金商法監査を含めて，監査
役等と会計監査人の監査業務の品質及効率を高めるためには，どのような連携が
望ましいかという観点から検討していたが，本文下記で述べるように，開示の問
題はなお不徹底である。
(32) 注(28)で触れたように，施行規則 126条2・3項にその旨の定めがある。
(33) 前掲「監査役監査実施要領」第5章第3項・ 3(2)(i)出)。
(34) ["会社司法における会計段査の実務対応J(日本監査役協会，平成 19・1・12)庇・
2 (4)参照。
(35) r会計監査人との連携に関する実務指針J(日本監査役協会会計委員会，平成
23・8・25)13(2)参照。
(36) 注(34)I 叶(1)。
(37) ["有識者懇談会の答申に対する最終報告書J(日本監査役協会，平成22・4・8)
第3章(3)②付)，加)，付，与)。
(38) 弥永・前掲注(25)12頁。
(39) 裁判例では，会計監査人自体の責任を認めたものであるが，例えば，労働組合
から監査を依頼された公認会計士が，同組合の会計士等の職務にあった者の横領
行為を発見できずに適正意見を表明した事案につき，監査契約よの債務不履行に
当たるとして，会計監査人の責任を肯定した東京地判平成 15・4・14判時 1826
号97頁〔凸版印刷会社事件〕など，監査人の責任を認める裁判例が増加傾向に
あるように，思われる。
(40) 江頭・前掲注(7)446頁，酒巻俊雄同龍悶節『遂条解説会社法第5巻.1434頁
[青竹正一](中央経済社， 2011)，江頭憲治郎=中村直人編著「輪点体系会社法
3.1 465頁[中村信男](第一法規， 2012)など。具体的にどのような場合に問題
なるかについては，弥永・前掲注(25)12頁参照のこと。
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(41) 北村雅史「取締役の責任軽減と株主代表訴訟J民商 126巻 4=5号 577頁
(2002)。
(42) 江頭・前掲注(7)445頁。
(43) 地方新聞社がその代表取締役の権限濫用により損害を被ったことを理由に，同
新聞社から財務に関する調査等を受任していた公認会計士および会計致3撃を受任
していた監査法人に対し損賠賠償請求をしたが，認容されなかった事例である東
京地判平 19・5・28金判 1275号48頁(上毛新聞社事件〕など。
(44) 金融庁は，オリンパス事件や大王製紙事件などの企業会計に絡む不祥事を受け，
企業会計審議会の監査部会で公認会計士が監査する際の手続などを定めた監査基
準の見直しを開始するとL寸。日本経済新聞 2012年 5月24日(木)5面。
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